




令和６年度　活動計算書
令和６年１０月２５日から令和７年３月３１日まで

（単位：円）
科目

Ⅰ 経常収益
１．受取会費

正会員受取会費
賛助会員受取会費 0

２．受取寄附金
受取寄附金　　 2,980,000 2,980,000

３．受取助成金等
受取民間助成金 1,000,000 1,000,000

４．事業収益 0

５．その他収益
受取利息 27 27
雑収益

経常収益計 3,980,027

Ⅱ 経常費用
１．事業費

人件費
給料手当 1,000,000
法定福利費 171,256
研修採用費 292,000
業務委託費 548,500
人件費計 2,011,756
その他経費
広告宣伝費 84,840
旅費交通費 6,240
通信費 34,375
会議費 10,800
消耗品費 1,034,256
租税公課 1,500
支払手数料 147,950
賃借料 55,500
事務用品費 72,826
支払保険料 28,960
水道光熱費 11,657
法人税等 3
その他経費計 1,488,907

事業費計 3,500,663
２．管理費

人件費
人件費計 0
その他経費
賃借料 18,500
水道光熱費 3,885
その他経費計 22,385

管理費計 22,385
経常費用計 3,523,048

当期経常増減額 456,979
Ⅲ 経常外収益

１．事業費固定資産売却益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

１．事業費過年度損益修正損
経常外費用計 0

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額 456,979
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額 456,979

（２）

特定非営利活動法人 スマイルバトン

金額

（１）

（２）

（１）





法人名： 特定非営利活動法人スマイルバトン

Ⅰ

  計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日_2017年12月12日最終改正_ＮＰＯ法人会計基準協議会）

によっています。

1．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

2．固定資産の減価償却方法 

 (1)有形固定資産 

   法人税法の規定に基づく定率法又は旧定率法を採用しております。 

   ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については

  法人税法の規定に基づく旧定額法、平成19年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、

  平成28年4月1日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

   なお、平成15年4月1日以後に取得した取得価額20万円未満の資産については、取得時に費用処理しております。 

 (2)無形固定資産 

   法人税法の規定に基づく定額法又は旧定額法を採用しております。

  ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用期間（5年）に基づく定額法を採用しております。

  なお､平成15年4月1日以後に取得した取得価額20万円未満の資産については､取得時に費用処理しております。

 (3)⾧期前払費用 

   法人税法の規定に基づく期間均等償却を採用しております。 

3. 引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については法人税法に規定する法定繰入率により

  計算した回収不能見込額のほか、個別に債権の回収可能性を検討し、必要額を計上しております。

4．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税込方式を採用しております。

5、 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

  今期における施設の提供等の物的サービスの受入れはございません。

6、ボランティアによる役務の提供

  延べ30名のボランティアの方々に、教室環境整備やチラシ折作業等で、合計80時間の無償支援を受けました。

重要な会計方針

計算書類の注記
令和7年3月31日現在



Ⅱ 事業別損益の状況

事業別損益の状況は以下の通りです。

(単位：円)

区分 詳細
フリースクール事業

（非収益事業） （収益事業）
小計

【Ⅰ】活動収益

 会費収入 0 0 0

 寄付金収入 2,980,000 0 2,980,000

 助成金収入 1,000,000 0 1,000,000

 事業収益 0 0 0

 受取利息・雑収入 27 0 27

 その他収益 0 0 0

 【活動収益合計】 3,980,027 0 3,980,027

【Ⅱ】活動支出

 目的事業費 0 0 0

 管理費

   人件費 従業員給与 1,000,000 0 1,000,000

法定福利費 171,256 0 171,256

研修採用費 292,000 0 292,000

業務委託費 548,500 0 548,500

人件費 計 2,011,756 0 2,011,756

   その他経費 広告宣伝費 84,840 0 84,840

旅費交通費 6,240 0 6,240

通信費 34,375 0 34,375

水道光熱費 15,542 0 15,542

事務用消耗品費 72,826 0 72,826

備品消耗品費 1,034,256 0 1,034,256

地代家賃 74,000 0 74,000

保険料 28,960 0 28,960

租税公課 1,500 0 1,500

支払手数料 147,950 0 147,950

会議費 10,800 0 10,800

法人税等 3 0 3

その他経費 計 1,511,292 0 1,511,292

管理費 計 3,523,048 0 3,523,048

 【活動支出合計】 3,523,048 0 3,523,048

【Ⅲ】当期活動増減額 456,979 0 456,979

【Ⅳ】前期繰越正味財産 0 0 0

【Ⅴ】次期繰越正味財産 456,979 0 456,979



Ⅲ

Ⅳ

(単位：円)

期首取得価

額
取得 減少 期末取得価額

減価償却累

計額

期末帳簿価

額

0 0 0 0 0 0

0 1,680,000 0 1,680,000 0 1,680,000
0 1,680,000 0 1,680,000 0 1,680,000

※ 附属設備については令和7月4月1日より事業の用に供するため減価償却はしておりません。

Ⅴ

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

480,000 480,000

9,520,000 9,520,000

Ⅵ

Ⅶ

管理部門（会計、人事労務）業務は社外に委託しているためほぼ発生しません。

按分すべき科目においては3：1としております。

事業費と管理費の按分方法

附属設備

合  計

借入金の増減内訳

借入金の増減は以下の通りです。

(単位：円)

科  目

短期借入金

⾧期借入金

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引はございません。

車両運搬費

固定資産の増減内訳

固定資産の増減は以下の通りです。

科  目

有形固定資産

使途等が制約された寄付金等の内訳

今期における「使途等が制約された寄付金等」はございません。








